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そ の 他 無 形 固 定 資 産
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（ ２０２１年３月３１日現在 ）
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第３１期 ＪＸ石油開発株式会社

百万円 百万円
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貸 倒 引 当 金 繰 入 額

損　　益　　計　　算　　書

（ 自  ２０２０年 ４月 １日　　至　  ２０２１年 ３月 ３１日 ）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

探 鉱 費

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 保 証 料

受 取 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

為 替 差 益

支 払 利 息

支 払 保 証 料

雑 損 失

経 常 損 失

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失



第３１期 ＪＸ石油開発株式会社

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

109,815 129,630 119,048 248,678 △63,790 294,703

資本金から剰余金への振替 △31,895 31,895 31,895 -

準備金から剰余金への振替 △31,895 31,895 - -

欠 損 填 補 △63,790 △63,790 63,790 -

当 期 純 損 失 - △80,605 △80,605

△31,895 △31,895 - △31,895 △16,815 △80,605

77,919 97,735 119,048 216,783 △80,605 214,097

百万円

294,703

資本金から剰余金への振替 -

準備金から剰余金への振替 -

欠 損 填 補 -

当 期 純 損 失 △80,605

△80,605

214,097

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

純資産合計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

当 期 変 動 額 合 計

その他
利益剰余金

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

繰越利益剰余金

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（ 自  ２０２０年 ４月 １日　　至　  ２０２１年 ３月 ３１日 ）



　第３１期 ＪＸ石油開発株式会社

（１）資産の評価基準および評価方法

　①有価証券の評価基準および評価方法

　　ア．子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しています。

　　イ．その他有価証券

  　　　時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しています。

　②たな卸資産の評価基準および評価方法

　　ア.　製品、仕掛品および貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

　　 げの方法により算定）を採用しています。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産 定率法を採用しています。ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備は除

（リース資産を除く） く）ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額

法を採用しています。

　②無形固定資産

（リース資産を除く）

鉱業権 国内鉱区における生産開始後、生産高比例法を採用しています。

ソフトウエア 自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用期間（5年間）に基づく定額

法を採用しています。

　③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

　④探鉱開発投資勘定 探鉱開発投資勘定には、鉱区評価費用および生産分与契約に基づく回収対象の探鉱事業費

等を計上しています。

また、利権契約等に基づく開発移行後又は開発移行の確率が高くなった段階において発生

した費用を計上しています。

探鉱開発投資勘定については、本格生産開始後償却を開始する予定です。

（３）引当金の計上基準

　①貸倒引当金　 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ています。

　②賞与引当金 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を

計上しています。

　③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

なお、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

による定額法により費用処理しています。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生年度の翌事業年度

から費用処理しています。

　④株式報酬引当金 役員報酬BIP(Board Incentive Plan)信託による当社の親会社であるＥＮＥＯＳホールディン

グス社株式の交付に備えるため、株式報酬支給内規に基づき、取締役及び執行役員に割り

当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しています。

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記



（４）収益および費用の計上基準

顧客との契約から生じる収益に関して、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年3月30日）および

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号平成30年3月30日）を早期適用しています。

本社において主に子会社を顧客に管理業務受託、ならびに中条油業所で主に地場ユーザーを顧客にガス等の生産販売を行

っています。受託サービスならびにガス等販売に関する収益は、顧客に財ならびにサービスの支配が移転した時点で認識

しています。

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　①消費税等の会計処理

　　　税抜方式を採用しています。

　②連結納税制度の適用

　　　ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しています。

  ③連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用  

     「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算制度への移行およびグルー

      プ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制

      度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年3月31日）第3項の取扱いにより、

     「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 平成30年2月16日）第44項の定めを適用せず、

      繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

（６）表示方法の変更

当事業年度より、「会計上の見積りの開示に関する会計基準（企業会計基準第31号  2020年3月31日）」を適用して

います。

２．会計上の見積りに関する注記

　　　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目で、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を

　　及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

（１）繰延税金資産

　　　当事業年度、繰延税金資産として計上している金額は純額8,979百万円であり、繰延税金負債との相殺前の金額は

　　11,030百万円です。当社グループは連結納税制度を採用しており、グループ全体の将来減算一時差異、未使用の繰越

　　税額控除および繰越欠損金を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で金額を算定します。当該見積りは、

　　将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が

　　見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

（２）関係会社株式

　　す。関係会社株式は金融商品会計基準に従い原則として取得原価で計上していますが、実質価額が著しく低下しかつ

　　取得原価まで回復する見込みがあると認められない場合は評価減を計上することになります。当社の子会社・関連会社は

　　非上場であるため、経営者は、関係会社の実質価額と投資簿価を比較することにより、評価減の判定を実施しています。

　　経営者は、実質価額の著しい低下の判断や回復可能性の見積りによって評価減の判定をしていますが、経済状況、資源

　　価格、埋蔵量評価、外国為替等の要素の変動により影響を受けることから、関係会社の実質価額の見直しが必要となった

　　場合には、翌事業年度の計算書類において、重要な影響を与える可能性があります。

（３）関係会社貸付金

　　　当事業年度、関係会社貸付金として計上している金額は5,376百万円であり、貸倒引当金は4,367百万円です。

　　経営者は、各社の資金計画に基づき回収可能性を判断し貸倒引当金計上金額の見積りをしていますが、経済状況、資源

　　価格、埋蔵量評価、外国為替等の要素の変動により影響を受けることから、関係会社への貸付金の回収見込みの見直しが

　　必要となった場合には、翌事業年度の計算書類において、重要な影響を与える可能性があります。

　　　当事業年度、関係会社株式として計上している金額は111,021百万円であり、関係会社株式評価損は80,847百万円で



３．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 百万円

なお、減損損失累計額は減価償却累計額に含めています。

（２）債務保証等

　①関係会社に対する債務保証等

　　ア．開発事業等資金調達のための債務保証 百万円

　　イ．廃坑義務履行のための債務保証 百万円

　　ウ．生産設備賃借のための債務保証 百万円

　　関係会社に対する債務保証等　計 百万円

　②その他に対する債務保証等

　　ア．開発事業等資金調達のための債務保証 百万円

　　イ．販売契約履行のための債務保証 百万円

　　ウ．探鉱義務履行のための債務保証 百万円

　　エ．従業員住宅融資にともなう債務保証 百万円

　　その他に対する債務保証等　計 百万円

債務保証等合計 百万円

（３）関係会社に対する債権および債務

　　　（ア）　①債権

　　ア．短期金銭債権 百万円

　　イ．長期金銭債権 百万円

　　　（ア）　②債務  

　　ア．短期金銭債務 百万円

（４）圧縮記帳に関する注記

国庫補助金の受入に伴い、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳累計額

　　機械装置 百万円

４．損益計算書に関する注記

（１）関係会社との取引高

　①営業取引

　　ア. 売上高 百万円

　　イ. 販売費および一般管理費 百万円

　②営業取引以外の取引 百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 株

26

9,393

85,450

9,785

1,985

97,221

857

687

1,548

28

1,599

98,821

8,989

2,874

92,473

91

6,506

366

160,330



６．税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

賞与引当金 百万円

退職給付引当金

税務上の繰越欠損金

関係会社株式

投資有価証券

貸倒引当金

資産除去債務

外貨建長期借入金評価差額

土地

その他

　　繰延税金資産合計　　繰延税金資産 小計 百万円

　　評価性引当額 百万円

　　繰延税金資産 合計 百万円

　　繰延税金負債

資産除去債務対応資産 百万円

投資有価証券

　　繰延税金負債 合計 百万円

　　繰延税金資産の純額 百万円

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、金融機関およびＥＮＥＯＳグループのファイナンス会社からの借入により資金を調達しています。

　一時的な余剰資金は、預託金での運用および借入金の返済に充当しています。

　投資有価証券および関係会社株式は、非上場の石油開発プロジェクト会社株式等です。

　借入金の使途は運転資金（短期）および設備投資資金（長期）です。

　預り金は石油開発プロジェクト子会社からの余剰資金等の預り金です。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　2021年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。

百万円 百万円 百万円

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（１）短期貸付金（長期貸付金の１年内回収予定分を含まず）

変動金利の貸付によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっています。

（２）預り金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

（３）長期借入金（１年内返済予定分を含む）

変動金利の借入によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっています。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（貸借対照表計上額　投資有価証券 8,678百万円　関係会社株式111,021百万円

  関係会社出資金 173百万円）は、市場価格がなく、かつ、 将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、

  時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、時価開示の対象とはしていません。
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７．金融商品に関する注記

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）短期貸付金 190,693 190,693  - 

（２）預り金 (92,542) (92,542)  - 

（３）長期借入金 (16,217) (16,217)  - 



８．関連当事者との取引に関する注記

（１）親会社および法人主要株主等

百万円 百万円

債 務 被 保 証 (注１) 16,217

保 証 料 の 支 払 (注１) 11

未 収 入 金 614

　上記金額のうち、取引金額に消費税等は含まれていません。

　取引条件ないし取引条件の決定方針

(注１)  開発事業等資金調達に対して債務保証を受け、その保証料については取引実勢に基づき、合理的に決定しています。

(注２) 「JXTGグループの経営管理に関する契約」を締結し、実際の発生費用に基づき、合理的な水準で決定しています。

（２）子会社および関連会社等

百万円 百万円

預 り 金 の 取 崩 (注１) 1,298

預 り 金 利 息 (注１) 1

預 り 金 の 取 崩 (注１) 1,530

預 り 金 利 息 (注１) 38

債 務 保 証 (注２) 78,598

保 証 料 の 受 入 (注２) 123

債 務 保 証 (注３) 9,442

保 証 料 の 受 入 (注３) 49

　上記金額のうち、取引金額に消費税等は含まれていません。

　取引条件ないし取引条件の決定方針

(注１) 　預り金利息については、「金銭消費寄託契約」を締結し、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しています。

  子会社の資金バランスに応じて預り金の預入と取崩を頻繁に行うため、その取引金額については、預入と取崩をネット表示

　しています。

(注２)   開発事業等資金調達および廃坑義務履行に対して債務保証を行い、その保証料については取引実勢に基づき、合理的に決定

  しています。

(注３) 　子会社の開発事業等資金調達に対して債務保証を行い、その保証料については取引実勢に基づき合理的に決定しています。

未 払 費 用 －

期末残高

親会社
ＥＮＥＯＳホールディング
ス株式会社

経 営 管 理

属性 会社等の名称
関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目

経 営 管 理 料 の

支 払
(注２) 971

子会社
ＪＸサラワク石油開発株式
会社

預 り 金 3,422

期末残高

探 鉱 開 発 事 業
へ の 出 融 資 お
よ び 管 理 業 務

属性 会社等の名称
関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目

子会社
JX Nippon Exploration
and Production (U.K.)
Limited

探 鉱 開 発 事 業
へ の 出 融 資 お
よ び 管 理 業 務

未 収 収 益 0

子会社 日本カナダ石油株式会社
探 鉱 開 発 事 業
へ の 出 融 資 お
よ び 管 理 業 務

預 り 金 81,902

子会社
JX Nippon Oil
Exploration (EOR)
Limited

探 鉱 開 発 事 業
へ の 出 融 資 お
よ び 管 理 業 務

未 収 収 益  - 



（３）兄弟会社等

百万円 百万円

貸 付 金 の 回 収 (注１) 7,127

受 取 利 息 (注１) 100

支 払 利 息 (注２) 201 借 入 金 14,392

貸 付 金 の 貸 付 (注３) 3,344

受 取 利 息 (注３) 17

　上記金額のうち、取引金額に消費税等は含まれていません。

　取引条件ないし取引条件の決定方針

(注１) 　貸付金利息および借入金利息については、「金銭消費寄託契約」および「限度貸付契約」を締結し、市場金利等を勘案して

　利率を合理的に決定しています。

  資金バランスに応じて貸付と回収を頻繁に行うため、その取引金額については、貸付と回収をネット表示しています。

(注２) 　借入金利息については、「Inter-Company Loan Agreement」を締結し、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しています。

(注３) 　貸付金利息については、「Overdraft Agreement」を締結し、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しています。

  資金バランスに応じて貸付と回収を頻繁に行うため、その取引金額については、貸付と回収をネット表示しています。

９．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たりの純資産額 1,335,357円 39銭

（２）１株当たりの当期純損失 502,748円 62銭

１０．その他の注記

（１）記載金額

百万円未満を切り捨てて表示しています。

属性

当 社 資 金 の
運 用 調 達 代 行親会社の子会社

ＥＮＥＯＳファイナンス株
式会社

会社等の名称
関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

貸 付 金 172,456

親会社の子会社
JX NIPPON FINANCE
NETHERLANDS B.V.

当 社 資 金 の
運 用 調 達 代 行

貸 付 金 15,439


